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はじめに 
 

本懇談会は、市民に開かれた簡素で効率的な市政運営の実現に向けて、市の行財政に係

る課題を総合的見地から調査検討することを目的として設置されたものである。  

現在、市では、平成２２年度に策定した第五次行政改革大綱に基づき「経営型行政運営

への転換」を進めており、職員定数の適正化や市民協働の推進など、一定の成果が得られ

ているものと認識している。 

しかしながら、市が掲げる改革項目の中には、その進捗に遅れが生じているものも見受

けられる。特に、不要不急な事務事業の見直し、補助金の整理合理化、財政調整基金の十

分な確保、各種公共サービスの民間開放、職員への各種手当の見直しなど、迅速かつ着実

な実行が望まれる事項については、その多くが残存している。また、依然として市の財政

状況は、各種財政指標を見ても好転には及んでおらず、中・長期的な展望を持った財政運

営が不可欠となっている。 

このため、当懇談会では、市政運営の更なる効率化や簡素化を進め、将来に憂いを残さ

ない行財政運営の確立を図ることを主眼とし、全７回にわたって会議を開催し、活発な議

論と多角的な検討を進めてきた。これらの活動を総括し、市への提言と期待を盛り込んだ

ものが本報告書である。 

市においては、第六次行政改革大綱の策定に当たり、本報告書の趣旨と提言を十分に尊

重するとともに、厳しい社会経済情勢下にあっても、市長のリーダーシップのもと、成果

の見える行政改革を確実に実行されるよう望みたい。 
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第１章 総 論                          

 

１ 行政改革大綱の策定趣旨（行政改革の必要性） 

  本市では、平成３年５月に第一次となる行政改革大綱を策定して以来、事務事業の見

直し、職員数の削減、民間活力の活用など、積極的な改革を推進してきた。 

  しかしながら、本市の財政状況は、歳入の根幹である市税収入の割合が低く、国から

の地方交付税や補助金等に依存する脆弱な構造であるとともに、経常収支比率が９０％

台で推移するなど、財政の硬直化が進んでいる。 

また、今後は、超高齢社会の到来に伴う福祉関係経費の伸長や公共施設の老朽化によ

る更新・改修費の発生など、歳出圧力の高まりが予想されており、新たな行政課題に対

し適切かつ迅速に対応できる経営体力を蓄えていく必要がある。 

こうした現状や課題に柔軟に対応し、市民生活を将来にわたって守り抜く「人と人と

の『絆』を大切にした信頼の市政」を着実に推進するため、第六次行政改革大綱を策定

するものである。 

 

 【本市を取り巻く環境と今後の改革課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 超高齢社会の到来 

  ※市内の高齢化率(H28.1.1 現在 24.6％) 

  ※緑が丘地区の高齢化率 (H28.1.1 現在 49.3％) 

４ 公共施設等＊の老朽化 

  ＊公共施設等：学校、道路、集会所など 

３ 地方分権の進展  

  （自治体間競争の活発化） 

２ 厳しい財政状況 

  ※経常収支比率(Ｈ26 年度 92.7％) 

※自主財源比率(Ｈ26 年度 47.9％) 

  

   

➣安全性の確保 

➣財政負担の平準化  

➣施設の最適配置 など 

➣地域コミュニティの活性化 

➣新たな福祉ニーズへの対応 

➣尐子化対策の推進 など 

➣事務事業等の再構築 

➣経常的経費の抑制 

➣自主財源の確保 など 

➣職員の能力向上 

➣市の独自性の発揮 など 

本市を取り巻く環境 改革課題 

５ 公共サービス提供主体の多様化 

（官民連携手法の多様化） 

➣公共サービスの民間開放  

➣市民協働の推進 など 
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２ 推進期間 

  推進期間は、平成２８年度から平成３２年度までの５年間とする。 

 

３ 推進計画の策定 

  本市の行政改革を計画的かつ着実に推進するため、『行政改革大綱推進計画』を毎年度

策定し、社会経済情勢の変化等に応じて実施時期や所管課等を適宜見直していく。 

  なお、行政改革大綱で掲げる推進項目については、新たな追加や削除を行わない。 

 

４ 策定方針 

 ⑴ 記載内容の明瞭化 

   可能な限り、難解な語句の使用や曖昧な言い回しを避け、市民が読みやすく、理解

しやすい内容とする。 

 

 ⑵ １項目１目標 

   本大綱で掲げる推進項目については、１項目につき１目標を掲げ、実施内容、実施

時期、所管課等を明確にする。 

 

 ⑶ 目標値（達成基準）の具体化・数値化 

   推進項目の達成状況を適切に管理・把握するため、各推進項目の目標値(達成水準)

を具体的に定め、可能な限り数値化する。 

 

 ⑷ 検討結果の適正管理 

   取組内容が「検討」の項目については、所管課に対し「検討結果報告書」の提出を

求めることにより、適切に進捗状況を管理する。 

 

５ 推進状況の公表 

  半期ごとに各推進項目の推進状況を調査し、その結果を行政改革本部会議及び行政改

革推進委員会に報告するとともに、市報、ホームページ等で市民に公表する。 
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６ 行政改革の推進体制 

  行政改革の推進に当たっては、行政改革大綱を基礎に、市長のリーダーシップのもと、

次のような推進体制により全職員が改革を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内推進体制 

 

本部長：市長 

副本部長：副市長、教育長 

 本部員：部長級職員等 

 事務局：企画政策課 

行政改革本部 

所  管  課 

進捗管理 
・指示 

実施 
・報告 

市 民 

議 会 

行政改革推進委員会 

（ 市 民 に よ り 構 成 ） 

助言・勧告 

報告 

公表 

公表 
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７ 行政改革の基本理念（第六次行政改革大綱が目指す姿） 

市民本位で質の高い行政サービスの提供と効率的で安定的な行財政運営の両立を図り、

真に市民に役立つ市役所へと更なる発展を遂げるため、次のとおり、本市の行政改革の

基本理念を定める。 

 

 

 

 

 

 

  ＊協働…市民、企業等と行政とが、公共的な課題の解決に向け、対等な立場で相互の立場や特

性をいかし、協力して活動し相乗効果を生むこと（強みを生かした連携）。 

   共創…市民福祉の増進や地域の活性化に向けて、市民や企業等が行政と共に新たな政策やサ

ービスを創り出すこと（新たな価値の創造）。 

 

８ 行政改革の柱 

  行政改革大綱の理念を着実かつ具体的に達成するために、２つの「改革の柱」に基づ

き、改革を推進する。 

 

 

 

 

 

費用対効果や市民ニーズ等を踏まえて各種行政サービスをゼロベースで見直していく

一方、重要性や緊急性が高い行政課題に対しては、利便性や有用性が高い良質な行政サ

ービスの提供に努め、市民満足度の向上を追求していく。また、絶えず業務の遂行方法

を見直し、より迅速で正確なサービス提供体制を構築していく。 

 

 

 

 

  

  市民一人ひとりに寄り添い続ける「生活重視のまちづくり」を進め、本市が将来にわ

たって「選ばれるまち」「暮らして良かったまち」として活力を保持していくため、社

会情勢や景気動向に左右されない安定した行財政基盤を構築し、次世代に引き継いでい

く。 

 

 

 

【行政改革の基本理念】 

強固な行財政基盤と市民との協働・共創＊に基づく、 

未来を見据えた「小さな市役所」の実現  

【改革の柱①】 

➪ 市民への高品質な行政サービスの提供（市民への約束） 

【改革の柱②】 

➪ 次世代への強固な行財政基盤の継承（次世代への約束） 
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９ 行政改革の基本姿勢 

 本市の行政改革の推進に当たっては、行政改革大綱で掲げる１１１項目の実施のみな

らず、全ての業務において、職員全員が以下の５つの基本姿勢に基づき改革を進めてい

く。 

 

 ⑴ ＩＣＴ(情報通信技術)の活用 

   ＩＣＴを行政改革の重要な手段と位置付け、これを効果的に導入し、適切な情報保

全に留意しながら電子自治体を推進することで、業務の効率化及び高度化を図り、よ

り質の高い行政サービスの提供を推進する。 

 

 ⑵ 協働・共創の推進 

   行政だけでは多種多様な市民ニーズや地域課題の全てに十分な対応が困難であるこ

とや、地域には様々な能力や特性を持った市民や各種団体等が存することを踏まえ、

行政サービスの提供や企画立案においては、市民等との協働・共創を推進し、多様で

柔軟なサービスの提供を図っていく。 

 

 ⑶ 公民の役割分担の最適化 

   これまで市が提供してきた公共サービスの在り方を網羅的かつ抜本的に検証し、指

定管理者制度やＰＦＩなど各種連携手法を積極的に導入することにより、多様な主体

による公共サービスの提供を図っていく。 

 

 ⑷ ＰＤＣＡサイクルに基づく業務改善 

   事務事業の執行に当たっては、「Plan(計画)→Do(実行)→Check(評価)→Action(改

善)」を念頭に置き、明確な意図のない前例踏襲を見直し、業務の効率化を常に追求す

る。 

 

 ⑸ 徹底した情報公開 

   改革の推進状況について積極的に市民に情報を提供し、説明責任を果たすことで、

公正の確保及び透明性の向上を図り、市民に分かりやすい開かれた行政運営を推進す

る。 
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第２章 行政改革の推進体系及び推進項目一覧            

 

１ 行政改革の推進体系 

  ２つの「行政改革の柱」に基づき、次のとおり行政改革の推進体系を定める。 

 

【改革の柱①】市民への高品質な行政サービスの提供(市民への約束) 

 

 
 

【改革の柱②】次世代への強固な行財政基盤の継承(次世代への約束) 

 

 

【改革の柱②】 

次世代への強固な行財政基盤の継承 

（次世代への約束） 

１ 財政の健全化 ２ 受益と負担の適 

正化 

３ 事務事業・補助金 

等の整理合理化 

⑴ 歳入の確保 

⑵ 歳出の合理化 

⑴ 利用料等の見直し 

⑵ サービスの制限 

⑴ 事務事業の見直し 

⑵ 補助金等の見直し 

４ 市有財産の利活
用、整理・統合 

⑴ 市有財産の利活用 

⑵ 公共施設の在り方 

の検討 

【改革の柱①】 

市民への高品質な行政サービスの提供 

（市民への約束） 

１ 市民との情報

共有 

２ 適正な事務の
執行 

 

３ 行政サービスの 

見直し・充実 

⑴ 広報の充実 

 

⑴ 業務能率の向上 

⑵ 入札制度の見直し 

⑶ 職員力・組織力 

の向上 

⑴ 利便性の向上 

⑵ 支援・サービスの

充実 

⑶ 新たなサービス

の創造 

４ 協働・共創のまち
づくり 

 

⑴ 市民参画の拡充 

⑵ 協働の推進 

⑶ 市民発意のまち
づくり 

⑷ 担い手の育成 
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２ 行政改革の推進項目一覧 

【改革の柱①】市民への高品質な行政サービスの提供(市民への約束)  

推 進 項 目 項番 所管課 

１ 市民との情報共有   

 ⑴ 広報の充実   

 音声ファイルでの市報情報の提供 001 秘書広報課 

広報戦略(シティプロモーション戦略)の策定 002 秘書広報課 

 ２ 適正な事務の執行   

 ⑴ 業務能率の向上   

新旧対照表方式の導入検討 003 文書情報課 

庁内システムの統合管理体制の構築 004 文書情報課 

選挙事務の効率化策の検討 005 選挙管理委員会事務局 

 ⑵ 入札制度の見直し   

総合評価方式の試行導入 006 総務契約課 

 ⑶ 職員力・組織力の向上   

職員定数の適正化 007 企画政策課 

職員自己啓発助成金制度の見直し 008 職員課 

人事考課制度の考課結果の給与等への反映 009 職員課 

採用試験申込手続の見直し 010 職員課 

民間企業等との人事交流の実施 011 職員課 

女性管理職比率の向上 012 職員課 

管理職への昇任意欲向上策の検討 013 職員課 

人材育成基本方針の改訂 014 職員課 

庁内フリーエージェント制度の導入 015 職員課 

３級主事受験資格の見直し 016 職員課 

近隣市等との困難事例勉強会の開催 017 地域福祉課 

 ３ 行政サービスの見直し・充実   

 ⑴ 利便性の向上   

個人番号カードの独自利用の検討 018 企画政策課 

申請書等への押印の省略 019 文書情報課 

各種証明書発行申請書の統合 020 市民課  

子育て関係申請書類の統合 021 子育て支援課 

各種申請等の受理拡大 022 地域福祉課 

電子申請サービスの拡充検討 023 文書情報課 

公金の納付方法拡大の検討 024 収納課 

市税等口座振替の web 申込みの導入 025 収納課 

図書館資料自動貸出機の設置検討 026 図書館 
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 ⑵ 支援・サービスの充実   

指定管理者のモニタリング方法の見直し 027 企画政策課 

図書館への指定管理者制度の導入検討 028 
企画政策課 

図書館 

歴史民俗資料館への指定管理者制度の導入検討 029 
企画政策課 

文化振興課 

児童館への指定管理者制度の導入 030 子ども育成課 

学童クラブへの指定管理者制度の導入 031 子ども育成課 

基幹的地域包括支援センターの運営方法の検討 032 高齢福祉課 

子ども家庭支援センターの運営方法の検討 033 子育て支援課 

つみき保育園の在り方の検討 034 子ども育成課 

心身障害児通所訓練事業の法定事業への移行 035 子ども育成課 

各種窓口業務委託の検討 036 企画政策課 

子どもの貧困対応プランの策定 037 
地域福祉課 

子育て支援課 

 ⑶ 新たなサービスの創造   

職員提案制度の見直し 038 企画政策課 

余裕教室活用指針の策定 039 企画政策課 

公衆無線 LAN アクセスポイントの整備 040 総務契約課 等 

創業支援策の整備 041 産業観光課 

ひとり親家庭のしおりの作成 042 子育て支援課 

文教施設の相互利用の推進 043 文化振興課 

体育施設の相互利用の推進 044 スポーツ振興課 

市立図書館と学校図書館の連携拡大 045 図書館 

 ４ 協働・共創のまちづくり   

 ⑴ 市民参画の拡充   

公募委員無作為抽出制度の導入 046 企画政策課 

公募委員割合基準の策定 047 企画政策課 

 ⑵ 協働の推進   

公共サービス提案型民営化制度の導入 048 企画政策課 

新たな地域連携の推進 049 協働推進課 

地区集会所の自主管理の検討 050 文化振興課 

 ⑶ 市民発意のまちづくり   

市民意識等の把握促進 051 企画政策課 

市民提案制度の見直し 052 企画政策課 

 ⑷ 担い手の育成   

高校生への出前講座の開催 053 文化振興課 

市内学校での新たな選挙啓発活動の実施 054 選挙管理委員会事務局 
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【改革の柱②】次世代への強固な行財政基盤の継承(次世代への約束)  

推 進 項 目 項番 所管課 

１ 財政の健全化   

 ⑴ 歳入の確保   

 債権管理体制等の検討 055 企画政策課 

新財源確保策の実施 056 財政課 

ふるさと納税の利用方法等の見直し 057 財政課 

償却資産に係る新規事業者の申告率向上 058 課税課 

集合納税方式の導入等の検討 059 課税課 

市税収納率の向上 060 収納課 

介護保険料収納率の向上 061 高齢福祉課 

学童クラブ育成料収納率の向上 062 子ども育成課 

給食費収納率の向上 063 学校給食課 

 ⑵ 歳出の合理化   

上乗せ・横出しサービス等の見直し 064 企画政策課 

補助金等交付基準の制定 065 財政課 

財政調整基金の残高確保 066 財政課 

文書作成ソフトの切替えの検討 067 文書情報課 

加除式例規集の在り方の検討 068 文書情報課 

職員被服の在り方の検討 069 職員課 

福祉事務現業手当の見直し 070 職員課 

滞納整理手当の見直し 071 職員課 

非常勤特別職の報酬等の見直し 072 職員課 

日当の部分廃止 073 職員課 

期末・勤勉手当の役職加算割合の見直し 074 職員課 

ジェネリック医薬品の使用率の向上 075 保険年金課 

国民健康保険税率の見直し 076 保険年金課 

下水道使用料の見直し 077 道路下水道課 

社会福祉協議会への委託事業の見直し 078 地域福祉課 

街路灯の LED 化の検討 079 道路下水道課 

 ２ 受益と負担の適正化   

 ⑴ 利用料等の見直し   

公の施設使用料見直し基本方針の策定 080 財政課 

事務手数料改定サイクルの設定 081 市民課 

保育料改定サイクル等の設定 082 子ども育成課 

事業系一般廃棄物等の処理手数料の見直し 083 ごみ対策課 

 ⑵ サービスの制限   
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行政サービス制限の検討 084 企画政策課 

 ３ 事務事業・補助金等の整理合理化   

 ⑴ 事務事業の見直し   

平和の集いの見直し 085 秘書広報課 

情報館えのきの在り方の検討 086 産業観光課 

たま工業交流展負担金の効果検証 087 産業観光課 

不用品再利用あっせん事業の廃止 088 ごみ対策課 

粗大ごみ処理業務の在り方の見直し 089 ごみ対策課 

敬老金支給対象者の在り方の検討 090 高齢福祉課 

敬老会の開催内容の見直し 091 高齢福祉課 

高齢者食事サービス事業の見直し 092 高齢福祉課 

在宅寝たきり高齢者等おむつ給付事業の見直し 093 高齢福祉課 

ホームヘルパー利用自己負担金助成事業の廃止 094 高齢福祉課 

高齢者在宅サービスセンターの在り方の検討 095 高齢福祉課 

福祉タクシー事業の支給対象者等の見直し 096 障害福祉課 

福祉タクシー事業の事務手数料の引下げ 097 障害福祉課 

ひとり親家庭入学準備金の見直し 098 子育て支援課 

休日診療・休日準夜診療の在り方の検討 099 健康推進課 

休日歯科診療の在り方の検討 100 健康推進課 

スポーツデー実施事業の廃止 101 スポーツ振興課 

 ⑵ 補助金等の見直し   

農業関係補助金の在り方の検討 102 産業観光課 

教育関係補助金の在り方の検討 103 教育指導課 

保存樹林奨励金の見直し 104 環境課 

生ごみ処理機器購入補助金の在り方の検討 105 ごみ対策課 

修学旅行等保護者負担軽減補助金の適正化 106 教育総務課 

 ４ 市有財産の利活用、整理・統合   

 ⑴ 市有財産の利活用   

遊休市有地の利活用の検討 107 企画政策課 

不要市道の廃道の検討 108 道路下水道課 

 ⑵ 公共施設の在り方の検討   

公共施設等総合管理計画の策定 109 企画政策課 

施設保全計画の策定 110 施設課 

下水道施設長寿命化計画の策定 111 道路下水道課 
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※推進項目の見方 

 

項番○○○ 推進項目   ※推進していく項目の名称です。 

所管課 ※推進項目の実施を所管する（取りまとめる）課となります。  

取組内容 ※具体的な取組内容を記載しています。 

達成基準 ※推進項目の達成度の基準となる指標です。 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 ※各年度に実施する内容を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 凡例 － 

 年次計画で用いられる表記の意図は、原則以下のとおりです。  

実施 

達成 

導入 

制定 

策定 

作成 

検討……実施の可否や取組方法等について調査・研究を行う。 

準備……実施に向けて具体的な作業を行う。 

見直し…当該年度に規程の改正、契約内容の変更等を行う。 

廃止……当該年度に規程の廃止、規程からの削除等を行う。 

報告書提出…検討結果報告書を企画政策課に提出する。 

      （※報告書の様式はＰ５２を参照） 

…当該年度に達成基準を満たす取組を行う。 
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第３章 行政改革の推進項目                    

 

【改革の柱①】市民への高品質な行政サービスの提供(市民への約束) 

 

１ 市民との情報共有 

 ⑴ 広報の充実 

 

項番００１ 推進項目 音声ファイルでの市報情報の提供 

所管課 秘書広報課 

取組内容 
市ホームページにおいて市報情報を音声ファイルにて提供し、高齢者や視覚障

害者等への情報提供を推進する。 

達成基準 市報情報の音声ファイルによる提供 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番００２ 推進項目 広報戦略(シティプロモーション戦略)の策定 

所管課 秘書広報課 

取組内容 

市の魅力を効果的かつ戦略的に発信していくため、政策の目的に向かって情報

をどのタイミングでどのように、誰に対して発信するかについて体系的に整理

した広報戦略(シティプロモーション戦略)を策定する。 

達成基準 広報戦略(シティプロモーション戦略)の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 策定    
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２ 適正な事務の執行 

 ⑴ 業務能率の向上 

  

項番００３ 推進項目 新旧対照表方式の導入検討 

所管課 文書情報課 

取組内容 

条例、規則等の改正事務の迅速化及び簡素化を図るため、現行の「改め文方式」

を見直し、「新旧対照表方式」の導入に向けて、実施方法や適用範囲等の検討を

行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 報告書提出   

 

項番００４ 推進項目 庁内システムの統合管理体制の構築 

所管課 文書情報課 

取組内容 
電算システムの運営の安定化及び行政事務の効率化を実現するため、市の電算

システムをより統合的に管理・運営するための体制を構築する。  

達成基準 庁内システムの統合管理体制の構築 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 準備 ➪ ➪ 実施 

  

項番００５ 推進項目 選挙事務の効率化策の検討 

所管課 選挙管理委員会事務局 

取組内容 
先進市の事例や現状の課題等を分析し、準備作業、投開票事務等における選挙

事務の効率化の方策について検討する。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    
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⑵ 入札制度の見直し 

 

項番００６ 推進項目 総合評価方式の試行導入 

所管課 総務契約課 

取組内容 
公共工事の品質確保を図るため、価格、企業の技術力等を総合的に評価して落

札者を決定する方法である総合評価方式を試行的に導入する。 

達成基準 総合評価方式の試行導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 試行導入    

 

⑶ 職員力・組織力の向上 

 

項番００７ 推進項目 職員定数の適正化 

所管課 企画政策課 

取組内容 
適正な職員配置による行政運営を推進するため、定員適正化計画に基づき、適

正な定員管理を行う。 

達成基準 職員定数   人以内※  ※平成２７年４月１日現在定数内職員数３８５人 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

  ※本項目の達成基準は、今年度に策定する第六次定員適正化計画の目標値に準拠する予定 

 

項番００８ 推進項目 職員自己啓発助成金制度の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 

職員の能力開発の促進を図るため、自己啓発に対する支援の在り方を再考し、

補助額や補助対象資格の見直しのほか、通信講座の受講や検定試験の受験等へ

の助成など、制度の抜本的な見直しを行う。 

達成基準 制度の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

見直し     
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項番００９ 推進項目 人事考課制度の考課結果の給与等への反映 

所管課 職員課 

取組内容 
職員の適正な評価や職務遂行意欲の向上を図る観点から、人事考課制度におけ

る考課結果を給与や期末・勤勉手当へ反映する。 

達成基準 考課結果の給与等への反映（一般職職員） 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 実施    

 

項番０１０ 推進項目 採用試験申込手続の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
採用試験における受験者の増加を図るため、インターネット等からの申込受付、

申込期間の拡大等、採用試験の申込手続について見直しを行う。  

達成基準 採用試験申込手続の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

見直し     

  

項番０１１ 推進項目 民間企業等との人事交流の実施 

所管課 職員課 

取組内容 
職員のコスト意識や経営感覚の醸成を図る観点から、市役所と民間企業等との

人事交流を実施する。 

達成基準 人事交流の実施 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

  

項番０１２ 推進項目 女性管理職比率の向上 

所管課 職員課 

取組内容 女性職員の更なる能力発揮を推進するため、女性管理職比率の向上を図る。 

達成基準 女性管理職比率  ％※  ※平成２７年４月１日現在７.５％ 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

  ※本項目の達成基準は、今年度に策定する特定事業主行動計画の目標値に準拠する予定  
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項番０１３ 推進項目 管理職への昇任意欲向上策の検討 

所管課 職員課 

取組内容 

他自治体や民間企業の動向調査、職員アンケートによるデータ分析等を通じて、

昇任試験制度の見直しや待遇改善など、管理職を目指す職員の動機付けを高め

る方策について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

 

項番０１４ 推進項目 人材育成基本方針の改訂 

所管課 職員課 

取組内容 
計画的な職員の育成を図るため、研修制度の在り方や各種支援制度等について

検討を進め、人材育成基本方針の改訂を行う。 

達成基準 人材育成基本方針の改訂 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 実施   

 

項番０１５ 推進項目 庁内フリーエージェント制度の導入 

所管課 職員課 

取組内容 

職員の勤労意欲の醸成や能力の発揮を推進する観点から、職員が異動希望先の

所管課長等との面談により異動先を決定する庁内フリーエージェント制度を導

入する。 

達成基準 庁内フリーエージェント制度の導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 ➪ 導入  

  

項番０１６ 推進項目 ３級主事受験資格の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
入庁年度を問わず最終学歴により受験資格が異なる３級主事の受験制度を見直

し、職員の能力や勤務評定に応じた昇任制度を構築する。  

達成基準 ３級主事受験資格の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    
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項番０１７ 推進項目 近隣市等との困難事例勉強会の開催 

所管課 地域福祉課 

取組内容 
市民の多様な悩みや課題への対応力の向上を図る観点から、近隣市等と合同で

困難事例の勉強会を開催する。 

達成基準 困難事例勉強会の開催 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

３ 行政サービスの見直し・充実 

 ⑴ 利便性の向上 

  

項番０１８ 推進項目 個人番号カードの独自利用の検討 

所管課 企画政策課 

取組内容 
マイナンバー制度の導入に伴い、行政サービスの利用に係る市民の利便性向上

を図るため、個人番号カードの独自利用について検討を進める。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０１９ 推進項目 申請書等への押印の省略 

所管課 文書情報課 

取組内容 
市への申請手続等における市民の利便性向上を図るため、各種申請書等のうち、

真に押印が必要な書類を全庁的に精査し、押印の省略を積極的に推進する。 

達成基準 押印の省略 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 実施   
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項番０２０ 推進項目 各種証明書発行申請書の統合 

所管課 市民課 

取組内容 
市への申請手続における市民の利便性向上を図るため、関係各課と連携しなが

ら各種証明書の発行に係る申請書を統合する。 

達成基準 各種証明書発行申請書の統合 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

  

項番０２１ 推進項目 子育て関係申請書類の統合 

所管課 子育て支援課 

取組内容 
各種手続における市民の利便性向上を図るため、子育て関係申請書類の統合を

進める。 

達成基準 子育て関係申請書類の統合 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

  

項番０２２ 推進項目 各種申請等の受理拡大 

所管課 地域福祉課 

取組内容 
市民総合センターで受け付けている高齢福祉や障害福祉に係る申請等につい

て、本庁舎での受付範囲を拡大し、市民の利便性向上を図る。 

達成基準 受理書類の拡大 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番０２３ 推進項目 電子申請サービスの拡充検討 

所管課 文書情報課 

取組内容 
市への申請手続における市民の利便性向上を図るため、電子申請サービスにお

いて新たに導入可能な申請項目について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    
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項番０２４ 推進項目 公金の納付方法拡大の検討 

所管課 収納課 

取組内容 
収納機会の拡大による市民サービスの向上及び納期限内納付の推進を図るた

め、クレジットカード、モバイルレジ等の導入の適否について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０２５ 推進項目 市税等口座振替の web 申込みの導入 

所管課 収納課 

取組内容 
市民税、国民健康保険税、保育料等の口座振替をインターネットを通じて申し

込めるようにすることにより、納付の利便性や収納率の向上を図る。  

達成基準 市税等口座振替の web 申込みの導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番０２６ 推進項目 図書館資料自動貸出機の設置検討 

所管課 図書館 

取組内容 
市民サービスの向上及び貸出業務の効率化を推進するため、図書館資料の貸出

しを無人で行える自動貸出機の設置について検討を行う。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

 ⑵ 支援・サービスの充実 

  

項番０２７ 推進項目 指定管理者のモニタリング方法の見直し 

所管課 企画政策課 

取組内容 
公共施設の適切な管理運営を進めるため、第三者モニタリング制度の導入を検

討するなど、指定管理者のモニタリングの在り方について見直しを行う。  

達成基準 モニタリング方法の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    
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項番０２８ 推進項目 図書館への指定管理者制度の導入検討 

所管課 企画政策課、図書館 

取組内容 
市民サービスの更なる向上を図るため、図書館への指定管理者制度の導入につ

いて検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

 

項番０２９ 推進項目 歴史民俗資料館への指定管理者制度の導入検討 

所管課 企画政策課、文化振興課 

取組内容 
市民サービスの更なる向上を図るため、歴史民俗資料館への指定管理者制度の

導入について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

  

項番０３０ 推進項目 児童館への指定管理者制度の導入 

所管課 子ども育成課 

取組内容 市民サービスの更なる向上を図るため、児童館へ指定管理者制度を導入する。  

達成基準 指定管理者制度の導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 導入   

  

項番０３１ 推進項目 学童クラブへの指定管理者制度の導入 

所管課 子ども育成課 

取組内容 
市民サービスの更なる向上を図るため、学童クラブへ指定管理者制度を導入す

る。 

達成基準 指定管理者制度の導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 導入   
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項番０３２ 推進項目 基幹的地域包括支援センターの運営方法の検討 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 

市役所関係課との連携が必要なケースへの対応を迅速かつ適切に行う体制を整

備するため、今後の基幹的地域包括支援センターの運営方法について検討を行

う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

  

項番０３３ 推進項目 子ども家庭支援センターの運営方法の検討 

所管課 子育て支援課 

取組内容 
妊娠・出産・育児・就学に対する一貫した支援体制の整備を推進するため、今

後の子ども家庭支援センターの運営方法について検討を行う。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

 

項番０３４ 推進項目 つみき保育園の在り方の検討 

所管課 子ども育成課 

取組内容 

老朽化が進行するつみき保育園について、利用者サービスの向上や業務の効率

化を図るため、つみき保育園の民設民営化や民間移譲など、今後の在り方につ

いて検討する。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   
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項番０３５ 推進項目 心身障害児通所訓練事業の法定事業への移行 

所管課 子ども育成課 

取組内容 

心身障害児に対する支援基盤の安定化及び支援内容の質の確保を図るため、市

単独事業である心身障害児通所訓練事業について、児童福祉法に基づく児童発

達支援事業への移行を行う。 

達成基準 児童発達支援事業への移行 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ⇒ 実施   

 

項番０３６ 推進項目 各種窓口業務委託の検討 

所管課 企画政策課 

取組内容 
業務の効率化及び市民サービスの向上を目指し、窓口業務における民間委託の

可能範囲や費用対効果等を全庁的に検証し、その適否について検討を進める。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

 

項番０３７ 推進項目 子どもの貧困対応プランの策定 

所管課 地域福祉課・子育て支援課 

取組内容 

家庭の経済状況に起因する貧困の連鎖を防止するため、子どもへの生活支援、

教育支援、経済支援等を総合的に推進するための対応プランを関係課との連携

により策定する。 

達成基準 子どもの貧困対応プランの策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 策定  
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 ⑶ 新たなサービスの創造 

  

項番０３８ 推進項目 職員提案制度の見直し 

所管課 企画政策課 

取組内容 
職員の知識経験や創意工夫を生かし、事務能率の改善や市民サービスの向上を

図るため、職員が積極的かつ容易に提案を行えるよう制度を見直す。  

達成基準 制度の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

  

項番０３９ 推進項目 余裕教室活用指針の策定 

所管課 企画政策課 

取組内容 
公共施設の有効活用を図るため、余裕教室の多目的利用等の方針を定めた余裕

教室活用指針を策定する。 

達成基準 余裕教室活用指針の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 策定   

  

項番０４０ 推進項目 公衆無線 LAN アクセスポイントの整備 

所管課 総務契約課（関係各課） 

取組内容 
大規模災害時の通信手段確保や市施設を利用する市民等の利便性向上を図るた

め、公衆無線 LAN（Wi-Fi)アクセスポイントを拡充する。 

達成基準 公衆無線 LAN アクセスポイントの拡充 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

  

項番０４１ 推進項目 創業支援策の整備 

所管課 産業観光課 

取組内容 
地域産業の活性化を図るため、将来性の高いビジネスモデルや独自の技術を持

っている個人等の創業を支援するための制度を整備する。 

達成基準 創業支援策の整備 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

実施     
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項番０４２ 推進項目 ひとり親家庭のしおりの作成 

所管課 子育て支援課 

取組内容 
ひとり親家庭に関係する行政サービスや支援機関等を総覧としてまとめた冊子

を作成し、配布する。 

達成基準 ひとり親家庭のしおりの作成 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

作成     

 

項番０４３ 推進項目 文教施設の相互利用の推進 

所管課 文化振興課 

取組内容 
文教施設の利用に関し市民の利便性の向上を図るため、各施設における使用料

や利用申込条件を同一とするなど、近隣市町との相互利用を推進する。 

達成基準 協定の締結 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番０４４ 推進項目 体育施設の相互利用の推進 

所管課 スポーツ振興課 

取組内容 
体育施設の利用に関し市民の利便性の向上を図るため、各施設における使用料

や利用申込条件を同一とするなど、近隣市町との相互利用を推進する。  

達成基準 協定の締結 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番０４５ 推進項目 市立図書館と学校図書館の連携拡大 

所管課 図書館 

取組内容 
児童・生徒の図書館の利用拡大や読書環境の整備を図るため、市立図書館と学

校図書館の連携の方策について検討を進め、適宜実施する。  

達成基準 市立図書館と学校図書館の連携拡大 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    
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４ 協働・共創のまちづくり 

 ⑴ 市民参画の拡充 

  

項番０４６ 推進項目 公募委員無作為抽出制度の導入 

所管課 企画政策課 

取組内容 
公募委員の多様化や市民参加の機会拡充を図るため、公募委員無作為抽出制度

を導入する。 

達成基準 公募委員無作為抽出制度の導入    

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 導入  

  

項番０４７ 推進項目 公募委員割合基準の策定 

所管課 企画政策課 

取組内容 
市民各層の意見を市政に反映するため、審議会等における公募委員割合の基準

（指針）を策定し、公募委員比率の拡大を図る。 

達成基準 公募委員割合基準の策定  ※平成２７年４月１日現在 公募委員比率４.７％ 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  策定   

 

⑵ 協働の推進 

 

項番０４８ 推進項目 公共サービス提案型民営化制度の導入 

所管課 企画政策課 

取組内容 

公共サービスの新たな提供主体として、ＮＰＯや民間事業者等の活用を図る観

点から、現在、市が実施している事業に対し民間団体が民営化・民間委託に向

けた提案を行い提案者等が事業の実施主体となる公共サービス提案型民営化制

度を導入する。 

達成基準 公共サービス提案型民営化制度の導入 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 ➪ 導入  
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項番０４９ 推進項目 新たな地域連携の推進 

所管課 協働推進課 

取組内容 

地域の課題解決や豊かな地域社会の形成を図るため、多摩地域にある大学等と

の連携を進め、市と大学等が持つ知識や技術、人的資産、施設等の活用を推進

する。 

達成基準 地域連携協定の締結 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

   

項番０５０ 推進項目 地区集会所の自主管理の検討 

所管課 文化振興課 

取組内容 
自治意識の高揚や協働の推進を図るため、地域住民や地域団体等による地区集

会所の管理運営について検討を進める。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

 ⑶ 市民発意のまちづくり 

   

項番０５１ 推進項目 市民意識等の把握促進 

所管課 企画政策課 

取組内容 
市民ニーズや各種施策への市民の満足度を適切に把握するため、市民満足度調

査の導入や市民意識調査におけるインターネットの活用等を推進する。 

達成基準 新たな市民意識等把握策の実施 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 実施   
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項番０５２ 推進項目 市民提案制度の見直し 

所管課 企画政策課 

取組内容 
市民発意のまちづくりを推進するため、市民からの政策提言を募る市民提案制

度を抜本的に見直す。 

達成基準 年間市民提案件数１０件  ※過去３年間(H24～H26)の合計提案件数３件 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し 達成   

  

 ⑷ 担い手の育成 

  

項番０５３ 推進項目 高校生への出前講座の開催 

所管課 文化振興課 

取組内容 
行政活動や市民協働等への理解や関心の醸成を図る観点から、市内高校への積

極的な働きかけを行い、各種出前講座を開催する。 

達成基準 年間開催数３回 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  達成   

 

項番０５４ 推進項目 市内学校での新たな選挙啓発活動の実施 

所管課 選挙管理委員会事務局 

取組内容 

児童・生徒の、選挙制度に対する理解の促進や投票行動に対する意識の高揚を

図るため、模擬投票や生徒会選挙への支援、選挙講座の開催など、市内学校と

の連携・協力により新たな選挙啓発活動を実施する。 

達成基準 市内学校での新たな選挙啓発活動の実施 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施 
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【改革の柱②】次世代への強固な行財政基盤の継承(次世代への約束) 

 

１ 財政の健全化 

 ⑴ 歳入の確保 

 

項番０５５ 推進項目 債権管理体制等の検討 

所管課 企画政策課 

取組内容 
債権の適正管理や徴収強化を図るため、債権管理や滞納処分を一括して行える

体制の整備等について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０５６ 推進項目 新財源確保策の実施 

所管課 財政課 

取組内容 市収入の増加に向けて、新たな財源の確保策について検討、実施する。 

達成基準 新たな財源確保策の実施 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 実施   

 

項番０５７ 推進項目 ふるさと納税の利用方法等の見直し 

所管課 財政課 

取組内容 

更なる寄附金額の拡大や利用者の利便性の向上を図るため、クレジットカード

決済を導入するほか、国からの通知や制度の趣旨を踏まえて返礼品の見直しを

行うなど、ふるさと納税の利用方法等の見直しを進める。  

達成基準 利用方法等の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    
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項番０５８ 推進項目 償却資産に係る新規事業者の申告率向上 

所管課 課税課 

取組内容 
公平な課税及び税収の確保を図るため、新たに設立された法人等や対象資産の

適正な把握に努め、未申告者の解消及び申告内容の適正化を推進する。  

達成基準 新規事業者からの申告率８５％  ※平成２６年度７２.５%（３７社/５１社） 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  達成   

 

項番０５９ 推進項目 集合納税方式の導入等の検討 

所管課 課税課 

取組内容 

市民の負担感の軽減等を図り納期限内納付を推進するため、市民税、固定資産

税等を合算して課税徴収を行う集合納税方式の導入や各種税目における納期の

数の見直しについて検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０６０ 推進項目 市税収納率の向上 

所管課 収納課 

取組内容 
市民負担の公平性の確保、サービス水準の維持等を図る観点から、有効な収納

確保策を実施し、市税収納率の向上を図る。 

達成基準 収納率９８.１％（現年度課税分＋滞納繰越分）  ※平成２６年度９５.７％ 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

 

項番０６１ 推進項目 介護保険料収納率の向上 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
市民負担の公平性の確保、サービス水準の維持等を図る観点から、有効な収納

確保策を実施し、介護保険料収納率の向上を図る。 

達成基準 収納率９７.５％（現年度課税分＋滞納繰越分）  ※平成２６年度９５.３% 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 
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項番０６２ 推進項目 学童クラブ育成料収納率の向上 

所管課 子ども育成課 

取組内容 
市民負担の公平性の確保、サービス水準の維持等を図る観点から、有効な収納

確保策を実施し、学童クラブ育成料収納率の向上を図る。  

達成基準 収納率９８.０％（現年度課税分＋滞納繰越分）  ※平成２６年度９７.１% 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

 

項番０６３ 推進項目 給食費収納率の向上 

所管課 学校給食課 

取組内容 
市民負担の公平性の確保、サービス水準の維持等を図る観点から、有効な収納

確保策を実施し、給食費収納率の向上を図る。 

達成基準 全小・中学校１００％（現年度課税分＋滞納繰越分）  ※平成２６年度９９.５% 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

 

 ⑵ 歳出の合理化 

 

項番０６４ 推進項目 上乗せ・横出しサービス等の見直し 

所管課 企画政策課 

取組内容 
市の業務全般における上乗せ・横出し・単独サービスについて、その内容や効

果等を検証し、サービス内容の適正化を図る。 

達成基準 各種サービスの見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 ➪ 見直し  

 

項番０６５ 推進項目 補助金等交付基準の制定 

所管課 財政課 

取組内容 
市の補助金等の交付や見直し等に係る統一基準を定め、補助金の適切な運用を

図る。 

達成基準 補助金等交付基準の制定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 制定    
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項番０６６ 推進項目 財政調整基金の残高確保 

所管課 財政課 

取組内容 計画的で安定的な財政運営を推進するため、財政調整基金残高の確保に努める。 

達成基準 標準財政規模の１０％以上  ※平成２６年度４.７%(残高６２９，８５８千円) 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

 

項番０６７ 推進項目 文書作成ソフトの切替えの検討 

所管課 文書情報課 

取組内容 経費の削減を図る観点から、文書作成ソフトの切替えについて検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０６８ 推進項目 加除式例規集の在り方の検討 

所管課 文書情報課 

取組内容 
委託による加除式例規集の整備について、利用頻度や必要性、印刷物による代

替等の観点から今後の在り方について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 報告書提出   

 

項番０６９ 推進項目 職員被服の在り方の検討 

所管課 職員課 

取組内容 
経費の削減を図る観点から、事務職員の事務服の存廃について検討を行うほか、

各課で購入する貸与品の過剰購入等の実態を調査し対応策を検討する。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    
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項番０７０ 推進項目 福祉事務現業手当の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
特殊勤務手当の適正化を図る観点から、福祉事務現業手当の支給意義を検証し、

支給範囲、支給額、今後の存廃等について検討、見直しを行う。  

達成基準 福祉事務現業手当の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 見直し   

 

項番０７１ 推進項目 滞納整理手当の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
特殊勤務手当の適正化を図る観点から、滞納整理手当の支給意義を検証し、支

給範囲、支給額、今後の存廃等について検討、見直しを行う。  

達成基準 滞納整理手当の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 見直し   

 

項番０７２ 推進項目 非常勤特別職の報酬等の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
非常勤特別職に対する報酬等について、他市の状況等を踏まえながら支給方法

や報酬額の検証を進め、適切な見直しを行う。 

達成基準 支給方法及び報酬額の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 見直し   

 

項番０７３ 推進項目 日当の部分廃止 

所管課 職員課 

取組内容 旅費制度の適正化を図るため、宿泊を伴わない出張に対する日当を廃止する。  

達成基準 日当の部分廃止（宿泊を伴わない出張への日当の廃止） 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 廃止    
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項番０７４ 推進項目 期末・勤勉手当の役職加算割合の見直し 

所管課 職員課 

取組内容 
人件費の適正化を図るため、東京都の制度に準拠していない期末勤勉手当の役

職加算割合について見直しを行う。 

達成基準 役職加算割合の見直し（主任職５％→３％、主査職７％→６％）  

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 ➪ 見直し 

 

項番０７５ 推進項目 ジェネリック医薬品の使用率の向上 

所管課 保険年金課 

取組内容 
国民健康保険財政の健全化を推進するため、ジェネリック医薬品の使用率の向

上策について検討、実施する。 

達成基準 使用率８０％以上   ※平成２７年３月調剤分５４.７% 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

    達成 

 

項番０７６ 推進項目 国民健康保険税率の見直し 

所管課 保険年金課 

取組内容 

被保険者の高齢化、医療の高度化等に伴う保険給付費の増加及び都道府県が財

政運営の責任主体となる制度改正に対応し、国民健康保険事業の健全な運営を

確保するため、国民健康保険税率を毎年度見直す。 

達成基準 国民健康保険税率の見直し（毎年度） 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

見直し ➪ ➪ ➪ ➪ 

 

項番０７７ 推進項目 下水道使用料の見直し 

所管課 道路下水道課 

取組内容 

下水道施設の長寿命化対策及び道路整備事業に係る施設改良に要する費用の増

大を見据え、計画的で安定的な下水道事業を今後も展開するため、下水道使用

料を３年ごとに見直す。 

達成基準 下水道使用料の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 見直し   見直し 
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項番０７８ 推進項目 社会福祉協議会への委託事業の見直し 

所管課 地域福祉課 

取組内容 
市業務との重複、重要性や緊急度等の観点から社会福祉協議会への委託事業を

抜本的に見直し、委託内容の適正化を図る。 

達成基準 委託事業の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

 

項番０７９ 推進項目 街路灯の LED 化の検討 

所管課 道路下水道課 

取組内容 消費電力や運用コストの削減を図るため、街路灯の LED 化について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

２ 受益と負担の適正化 

 ⑴ 利用料等の見直し 

 

項番０８０ 推進項目 公の施設使用料見直し基本方針の策定 

所管課 財政課 

取組内容 
公の施設使用料の適正化を維持するため、見直しの周期や基準、算定方法等を

定めた、公の施設使用料見直し基本方針を策定する。 

達成基準 公の施設使用料見直し基本方針の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 策定  
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項番０８１ 推進項目 事務手数料改定サイクルの設定 

所管課 市民課 

取組内容 事務手数料に関する見直しサイクルを定め、適正な事務手数料の設定を進める。 

達成基準 事務手数料の改定サイクルの設定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 実施   

 

項番０８２ 推進項目 保育料改定サイクル等の設定 

所管課 子ども育成課 

取組内容 
保育料に関する見直しサイクルや算定方法を定め、適正な保育料の設定を進め

る。 

達成基準 保育料の改定サイクル及び算定方法の設定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

項番０８３ 推進項目 事業系一般廃棄物等の処理手数料の見直し 

所管課 ごみ対策課 

取組内容 

事業系一般廃棄物や粗大ごみの処理手数料について、負担の適正化を図る観点

から、現行の処理手数料と処理費用の差額の検証等を通じて手数料の見直しを

行う。 

達成基準 手数料の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 見直し   
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 ⑵ サービスの制限 

 

項番０８４ 推進項目 行政サービス制限の検討 

所管課 企画政策課 

取組内容 
納税者間の公平性と行政運営への信頼性を確保するため、滞納者への行政サー

ビスの制限について全庁的な検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 報告書提出  

 

３ 事務事業・補助金等の整理合理化 

 ⑴ 事務事業の見直し 

 

項番０８５ 推進項目 平和の集いの見直し 

所管課 秘書広報課 

取組内容 
戦争体験者の高齢化や参加者数が低調な状況を踏まえ、平和の集いの在り方に

ついて検討を行い、事業内容を見直す。 

達成基準 事業の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

 

項番０８６ 推進項目 情報館えのきの在り方の検討 

所管課 産業観光課 

取組内容 
情報館えのきにおけるリニューアルの効果等を検証し、今後の在り方に関する

検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    
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項番０８７ 推進項目 たま工業交流展負担金の効果検証 

所管課 産業観光課 

取組内容 
たま工業交流展の主催団体となることによる、市内事業者のビジネスマッチン

グ等の効果について検証を行い、当該負担金の在り方を検討する。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０８８ 推進項目 不用品再利用あっせん事業の廃止 

所管課 ごみ対策課 

取組内容 平成２４年度行政評価委員会の意見を踏まえ、事業を廃止する。  

達成基準 事業の廃止 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

廃止     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番０８９ 推進項目 粗大ごみ処理業務の在り方の見直し 

所管課 ごみ対策課 

取組内容 
粗大ごみ処理業務の在り方について、受付から処分までの一括委託など抜本的

な見直しを行い、市民サービスの向上や業務の効率化を進める。  

達成基準 業務の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 見直し   

 

 

【参考：平成２４年度行政評価委員会】 

廃棄物の抑制及び資源の有効活用を図る上で、リユースの重要性は言を待たな

いが、例年、本事業の利用実績は低調に推移しており、その効果は極めて限定的

である。他方、二次評価で示されている市ホームページ等への不用品の情報、写

真等の掲載は、あっせんの推進に一定の効果があると考えられるが、近年ではリ

サイクルショップやインターネットを活用した不用品の売買が一般化しており、

利用実績を大幅に伸長させるほどの効果は期待できず、本事業の必然性は低下し

ていると思料する。よって、本事業については、一次・二次評価ともに「継続」

としているが、その利用実績及び社会環境の変化を勘案すると、所期の目的を達

成したと考えられるため、廃止することが適当である。 
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項番０９０ 推進項目 敬老金支給対象者の在り方の検討 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
市民の長寿を祝す敬老金の支給対象者について、平均寿命の動向、近隣市の状

況等を踏まえながら、現行の妥当性に関する検討を行う。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０９１ 推進項目 敬老会の開催内容の見直し 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
平成２６年度の行政評価の結果を踏まえ、敬老会のプログラム内容、対象年齢、

送迎バス等の在り方について抜本的に見直しを行う。 

達成基準 事業の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 見直し   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成２６年度行政評価二次評価】 

・本事業は高齢者の健康及び長寿を祝すものであり、市が関与する意義は十分に

認められる。他方、長年にわたって芸能人等を招いての歌謡ショー等が行われて

おり、現行の開催内容には見直しの余地がある。よって、本事業については、市

老人クラブ連合会のカラオケ大会等との連携によって市民参加型のイベントと

するなど、開催内容を抜本的に見直す必要がある。 

・本事業では無料送迎バスが運行されているが、公共交通機関の利用や家族の送

迎等による来場も可能であることから、当該バスの在り方についても見直すこと

が必要である。 
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項番０９２ 推進項目 高齢者食事サービス事業の見直し 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
平成２６年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、サービス内容や対象者につ

いて見直しを行う。 

達成基準 事業の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番０９３ 推進項目 在宅寝たきり高齢者等おむつ給付事業の見直し 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
平成２５年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、今後の増大が見込まれる事

業費への対応策やおむつの過剰給付の抑制策について検討、実施する。 

達成基準 事業の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成２６年度行政評価委員会】 

本事業は、高齢者の栄養管理や健康保持を目的として開始されたものである。他

方、制度開始以来、現在では民間事業者による配食サービスが多様に展開されて

おり、本事業は所期の役割を終えていると思慮される。また、行政サービスの在

り方として、市は民間事業者等のサービスが不十分な分野に対し支援を行うこと

が適当であり、サービス内容や対象者を適切に峻別していくことが求められる。

よって、今後は、民間事業者による提供が乏しいソフト食等に限定した配食の実

施など、真に支援を要する者に対しサービスを展開していくことが必要である。

なお、本事業の廃止に当たっては、段階的に補助率を引き下げるなど、現受給者

への影響に配意するよう求めたい。 

【参考：平成２５年度行政評価委員会】 

本事業については、高齢化の進展に伴う事業費の増大への懸念から、一次・二

次評価ともに「一部見直し」とし、所得制限等の導入に言及している。当委員

会としても、事業費の増大やおむつの過剰給付への対応から、見直しの方向性

に異論はなく、今後は真に支援が必要な者に対しサービスを提供していくこと

が肝要であると思料する。しかし、制度の見直しに当たっては、所得制限の導

入以外にも、利用料の徴収、ケアマネジャーとの連携、要介護度による給付な

ど多様な方法があり、見直しの仕方によっては、利便性の低い制度となり、市

民の便益を著しく損なうおそれもある。よって、今後は、種々の方法を比較考

量の上、事業費及びおむつの過剰給付をより効率的に抑制できる手段を導入し

ていくことが必要である。 
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項番０９４ 推進項目 ホームヘルパー利用自己負担金助成事業の廃止 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
平成２３年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、段階的に助成割合を引き下

げながら当該事業を廃止する。 

達成基準 事業の廃止 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し ➪ 廃止  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番０９５ 推進項目 高齢者在宅サービスセンターの在り方の検討 

所管課 高齢福祉課 

取組内容 
市が運営する必然性等の観点から、高齢者在宅サービスセンターの在り方につ

いて検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番０９６ 推進項目 福祉タクシー事業の支給対象者等の見直し 

所管課 障害福祉課 

取組内容 
福祉タクシー事業におけるタクシー利用券の支給要件及び支給枚数等の適正化

を図り、事業費の抑制に努める。 

達成基準 支給対象等の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

【参考：平成２３年度行政評価委員会】 

本事業は、介護保険制度施行に伴う激変緩和措置として一定の役割を果たして

きたが、相当の期間が経過する中で、一次評価は助成割合の見直しによる「一

部見直し」、二次評価はその段階的な引下げと生計困難者に対する利用者負担額

軽減措置事業への移行による「抜本的見直し」としている。当委員会としては、

介護保険制度の趣旨に鑑み、本来ならば廃止すべきものと思料するが、本事業

がこれまで果たしてきた役割を考慮すると、早急な廃止には問題もあることか

ら、廃止の時期を明らかにした上で、助成割合を段階的に引き下げていくこと

が適当と判断する。なお、これに伴い生計困難者に対する利用者負担額軽減措

置事業において低所得者への対応を図る際には、申請手続の煩雑さからその利

用が妨げられないよう十分に配意することが求められる。また、介護保険制度

全体のあり方として、各々が要介護度の変化に応じて必要なサービスを連続的

に享受できるよう、より一層制度の充実に努めることを要望する。  
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項番０９７ 推進項目 福祉タクシー事業の事務手数料の引下げ 

所管課 障害福祉課 

取組内容 
事業費の増加を抑制する観点から、タクシー事業者に支払う事務手数料につい

て、近隣市等の動向を踏まえながら、引下げに向けた取組を実施する。  

達成基準 事務手数料の引下げ 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 実施    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番０９８ 推進項目 ひとり親家庭入学準備金の見直し 

所管課 子育て支援課 

取組内容 
平成２６年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、就学援助(新入学学用品費)

との重複支給の解消に向けて、助成の在り方を見直す。 

達成基準 制度の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 見直し    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成２６年度行政評価委員会】 

（中略）。なお、ひとり親家庭入学準備金については、その用途や意義が不明確で

あり、教育委員会においても就学援助の一環として新入学学用品費が支給されて

いるほか、入学準備に困窮している家庭は当該家庭に限定されないことを勘案す

ると、その在り方を見直すことが必要である。  

【参考：平成２４年度行政評価委員会】 

身体障害等により移動が困難な者を対象とする制度として、本事業には相当の

意義が認められ、これを存続する必要性は高いと考えるが、一次・二次評価が

「一部見直し」として言及するとおり、同一趣旨のガソリン費等助成事業との

整合性や公平性に鑑み、所得制限を導入することが望ましい。また、本市の厳

しい財政状況においては、事業費の増加を抑制する努力が不可欠であり、協力

事業者に対しては、依然として高額な事務手数料について、近隣市と連携して

引下げを求めていくとともに、不正利用を防止する観点から、乗車時における

身体障害者手帳等の確認の徹底も求めていく必要がある。さらに、タクシー利

用券が本来不要と思われる入院患者や介護保険施設の入所者等については、入

院等の事実を客観的に確認することも可能であることから、本事業の対象から

除く方向で検討することが適当と判断する。  
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項番０９９ 推進項目 休日診療・休日準夜診療の在り方の検討 

所管課 健康推進課 

取組内容 
休日診療・休日準夜診療において、当番医療機関による輪番制の導入など、今

後の業務の在り方について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番１００ 推進項目 休日歯科診療の在り方の検討 

所管課 健康推進課 

取組内容 
民間歯科医院にて休日診療が普及している現状を踏まえ、今後の休日歯科診療

の在り方について検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番１０１ 推進項目 スポーツデー実施事業の廃止 

所管課 スポーツ振興課 

取組内容 平成２５年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、事業を廃止する。  

達成基準 事業の廃止 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 廃止    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成２５年度行政評価委員会】 

本事業の開始以来、市内には総合体育館や総合型地域スポーツクラブが設置され

るなど、市民のスポーツ及びレクリエーション環境は大きく変化しており、体育

施設の利用に係る市民ニーズはこれらの施設により相当程度充足されていると

判断される。また、本事業による学校施設の開放は月に１度であり、なおかつグ

ラウンドが開放されていないなど、本事業の利便性は著しく低下していることか

らも、本事業の利用者数は低調に推移している。よって、本事業については、利

用実績、社会環境の変化、制度の利便性を総合的に勘案すると、二次評価と同様

に「廃止・休止」が適当である。 
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 ⑵ 補助金等の見直し 

 

項番１０２ 推進項目 農業関係補助金の在り方の検討 

所管課 産業観光課 

取組内容 
複数ある農業関係補助金の全てに関し、これまでの行政評価委員会の意見等を

踏まえてその効果や意義を総括的に検証し、整理統合に向けた検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番１０３ 推進項目 教育関係補助金の在り方の検討 

所管課 教育指導課 

取組内容 
学校教員や小・中学校を対象とする補助金の全てについて、対象者の重複や実

施効果等を総括的に検証し、補助金の整理統合に向けた検討を進める。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    

 

項番１０４ 推進項目 保存樹林奨励金の見直し 

所管課 環境課 

取組内容 
平成２５年度行政評価委員会からの意見を踏まえ、保存樹林奨励金の見直しを

行う。 

達成基準 保存樹林奨励金の見直し 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

見直し     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：平成２５年度行政評価委員会】 

市内の緑の保護及び育成を図るため、樹林の所有者に対しては一定の基準により

本奨励金が交付されているが、当該奨励金が樹林の保護に果たしている効果につ

いては、判然としない状況にある。よって、今後は、市内の緑の保護及び育成を

図る意義や目的を明確にした上で、所有者がその目的に沿って樹林の保護を図る

よう、効果的な誘因を設けた制度設計を行うことが求められる。  
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項番１０５ 推進項目 生ごみ処理機器購入補助金の在り方の検討 

所管課 ごみ対策課 

取組内容 
他市における廃止事例等を踏まえ、生ごみ処理機器の使用効果と製造や使用等

に伴う環境負荷を比較検証し、廃止を含めて補助金の在り方を見直す。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 

報告書提出 
    

 

項番１０６ 推進項目 修学旅行等保護者負担軽減補助金の適正化 

所管課 教育総務課 

取組内容 
修学旅行や移動教室に要する経費の一部を市が負担する当該制度について、市

負担の妥当性や有効性を検証し、補助額の適正化等を推進する。 

達成基準 補助額等の適正化 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 実施    

 

４ 市有財産の利活用、整理・統合 

 ⑴ 市有財産の利活用 

 

項番１０７ 推進項目 遊休市有地の利活用の検討 

所管課 企画政策課 

取組内容 市が所有する遊休地の売却や効果的な活用方法について検討を進める。  

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 報告書提出    
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項番１０８ 推進項目 不要市道の廃道の検討 

所管課 道路下水道課 

取組内容 
道路としての用途目的を失い、公共の用に供する必要がない市道を調査し、不

要市道の普通財産化や売却に向けた検討を行う。 

達成基準 検討結果報告書の提出 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

検討 ➪ 報告書提出   

 

 ⑵ 公共施設の在り方の検討 

 

項番１０９ 推進項目 公共施設等総合管理計画の策定 

所管課 企画政策課 

取組内容 
市が所有する公共施設等の適正配置や計画的な管理運営を推進するため、公共

施設等総合管理計画を策定する。 

達成基準 公共施設等総合管理計画の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

策定     

 

項番１１０ 推進項目 施設保全計画の策定 

所管課 施設課 

取組内容 
公共施設の適切な維持管理、機能の維持・保全を計画的に進めるために、施設

保全計画を策定する。 

達成基準 施設保全計画の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

 検討 策定   

 

項番１１１ 推進項目 下水道施設長寿命化計画の策定 

所管課 道路下水道課 

取組内容 
公共下水道施設の適切な維持管理を推進するため、下水道施設長寿命化計画を

策定する。 

達成基準 下水道施設長寿命化計画の策定 

年次計画 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

  検討 ➪ 策定 
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第４章 行財政運営懇談会の附帯意見                

 

当懇談会は、第六次行政改革大綱(素案)を基に、多角的な視点から慎重に審議を行い、

基本的にこれを了承するものであるが、今後、市において本報告を踏まえて行政改革を推

進するに際し、特に留意すべきと思われる事項について意見集約し、当懇談会の附帯意見

として本章に述べることとする。 

 

１ 【改革の柱①】市民への高品質な行政サービスの提供(市民への約束)関連 

 

⑴ 項番００３：新旧対照表方式の導入検討について 

   現行の改め文方式は、法令等の改正手続に多くの時間と労力を要する上、一般市民

にとっては理解が困難なものである。議会との調整等を要する事項であると思慮する

が、本項目の実施を前向きに検討し、事務能率の向上を進めてほしい。 

 

⑵ 項番００６：総合評価方式の試行導入について 

   総合評価方式の制度を構築する上では、評価項目として、企業のボランティア活動

や災害対策協定の締結実績等を評価する「地域貢献度」の導入についても検討された

い。 

 

⑶ 項番０１８：個人番号カードの独自利用の検討について 

  個人番号カードの独自利用に当たっては、適切な安全管理措置を講ずるともに、安

全性等に関する市民への説明も適宜行っていくことが必要である。 

   なお、個人番号カードを図書館カード等として活用する場合には、個人番号カード

を所持しない市民もいることから、従来のカードも併用していくことを求めたい。 

 

⑷ 項番０２６：図書館資料自動貸出機の設置検討について 

   市の図書館は窓口の混雑が尐ないため、本項目の実施効果が不明確である。また、

本項目の実施に伴う配置人員の削減により、図書館資料の持ち出し等が増加してしま

うことへの懸念がある。よって、本項目の検討に当たっては、導入効果を適切に検証

されたい。 

 

⑸ 項番０２７：指定管理者のモニタリング方法の見直しについて 

   現在、市民からの苦情・要望等への対応状況が、指定管理者の評価項目として取り

上げられていない。よって、本項目の実施に当たっては、評価者や評価項目等の在り

方を見直し、市民の声がより反映されるものとなることを求めたい。 
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⑹ 項番０２８：図書館への指定管理者制度の導入検討について 

   図書館の運営に当たっては、他市の事例等を踏まえて民間活力の活用を進めること

に一定の意義があると思料する一方、昨今では委託業者の選書等に関し問題点が指摘

されるなど、運営面での課題も生じている。よって、本項目については、導入の適否

を多様な観点から検証されるよう求めたい。 

 

⑺ 項番０３８：職員提案制度の見直しについて 

   職員の業務改善に関する提案意欲を向上させる観点から、職員への褒賞の授与につ

いては、事務的な処理ではなく、市長が直接行うことが望ましい。 

 

⑻ 項番０３９：余裕教室活用指針の策定 

   市民の財産である公共施設については、従来の発想にとらわれず、多様な観点から

有効活用の方途を検討することが適当である。例えば、芸術家のアトリエ、起業家や

ＮＰＯの事務所、デイサービスの拠点などの活用方法も考えられる。よって、本項目

については、教育の枠を超えて市全体の観点から検討を行うことが必要である。 

 

⑼ 項番０４９：新たな地域連携の推進について 

   他市においては、市と大学と商工会が協議会を設置して地域連携を推進している事

例等がある。本市においても、各種事例を調査検討し、市民サービスの向上や地域活

性化につながる有効な連携方法を実施されるよう求めたい。 

 

⑽ 項番０５１：市民意識等の把握促進について 

   市民意識調査の回答率が減尐している背景には、質問数が多すぎる点や郵送回答に

限定されている点があると考える。今後は、質問内容を精査し、郵送回答とインター

ネット回答を併用するなど、効果的な取組を行うことが必要である。 
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２ 【改革の柱②】次世代への強固な行財政基盤の継承(次世代への約束)関連 

 

⑴ 項番０６７：文書作成ソフトの切替えの検討について 

   文書作成ソフトについては、経費が低廉なものが数多くあるが、互換性が低い場合

には、事務能率が低下するおそれがある。本項目の検討に当たっては、互換性の観点

に対し特に留意することを求めたい。 

 

⑵ 項番０６８：加除式例規集の在り方の検討について 

   ペーパーレス化の時代にあり、紙媒体の例規集は必要性が薄れていると思料する。

Wi-fi 環境の整備によるタブレットの活用等により紙媒体の例規集は不要となること

から、本項目については、実施に向けた方向で検討を進め、委託費の削減を図ること

が必要である。 

 

⑶ 項番０７０：福祉事務現業手当の見直しについて 

   項番０７１：滞納整理手当の見直しについて 

   死亡人の取扱いなど、心身に著しい負担を与える業務への手当には一定の理解がで

きるものの、福祉事務や滞納整理事務は、所管課の通常業務の一環であり、手当を支

給する意義は乏しい。よって、福祉事務現業手当及び滞納整理手当については、早急

に見直すことが必要である。 

 

⑷ 項番０７５：ジェネリック医薬品の使用率の向上について 

   ジェネリック医薬品の使用率の向上に向けては、市民に対する使用の奨励だけでは

なく、医師や医師会、薬剤師等への働きかけについても検討を行うことが必要である。 

 

⑸ 項番０８５：平和の集いの見直しについて 

   参加者が乏しい現状等から、本事業は見直すことが適当であるが、その開催趣旨に

は一定の理解を示すことができる。よって、今後は、戦争体験者の講演の録画や戦争

資料等の収集保管などを行い、これらを学校等で活用するといった新たな方策を考え

ていくことが必要である。 

 

⑹ 項番０８６：情報館えのきの在り方の検討について 

   情報館えのきは、中に入りにくいことなどに起因して、利用者が尐ない状況にある。

また、住民票等のコンビニ交付が開始された場合には、利用者が更に減尐し、今以上

に設置の意義が不透明になると思料する。よって、情報館えのきに関しては、多額の

テナント料等を要していることも踏まえ、有効活用の方途を鋭意検討することが緊要

である。 

 

 

 



- 49 - 

 

⑺ 項番０９７：福祉タクシー事業の事務手数料の引下げについて 

   ５００円分のタクシー利用券１枚につき事務手数料が５０円であるのは非常に高額

である。さらに、タクシー会社へ支払う事務手数料をタクシー券１枚当たりで算出す

る現行の計算方法にも疑問が残る。よって、本項目については、積極的に見直しを進

めることを求めたい。 

 

⑻ 項番０９９：休日診療・休日準夜診療の在り方の検討について 

   項番１００：休日歯科診療の在り方の検討について 

   市民生活の安心を保持する上で、休日診療には一定の意義が認められるものの、利

用者数と比較して多額の委託料が発生している。特に、休日歯科診療については、市

内にも日曜・祝日営業をしている歯科医院が複数あり、当日の緊急治療を要する例も

極めて僅尐である。よって、これらの項目については、鋭意検討を進めることが必要

である。 

 

⑼ 項番１０４：保存樹林奨励金の見直しについて 

   本奨励金が交付されている保存樹林については、良好な環境や美しい景観で維持さ

れているとは必ずしも言えない状況にある。また、本奨励金の交付の条件として、当

該樹林の売買に関する制限がないことからも、本奨励金の意義や効果には疑問が残る。

よって、本奨励金は見直すことが必要である。 

 

⑽ 項番１０５：生ごみ処理機器購入補助金の在り方の検討について 

   生ごみ処理機器は、冬は堆肥化が進まないほか、堆肥の使い道がないなど使い勝手

が悪いことから、その利用を止める者もいると思料する。よって、本補助金は、交付

後の効果を検証することが必要である。なお、本補助金を今後も継続する場合には、

市民に対し当該処理機器を貸し出して継続的な利用の意思を確認したり、市で堆肥を

買い取る制度を導入するなど、当該処理機器の利用が定着・普及する仕組みを構築す

ることが必要である。 

 

 

３ その他 

 

  行政評価制度により見直しや廃止等を求められていながら所要の取組が行われていな

い事務事業や補助金が散見される。これらの項目については、可及的速やかに見直しや

廃止等を行うよう求めたい。 
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資 料 編                            

 

１ 行財政運営懇談会の審議経過等 

 ⑴ 行財政運営懇談会設置要綱 

 

平成 17 年６月１日訓令（乙）第 107 号 

（設置） 

第１条 武蔵村山市の行財政に係る課題を総合的見地から調査検討し、もって市民に開か

れた簡素で効率的な市政運営の実現に資するため、武蔵村山市行財政運営懇談会（以下

「懇談会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 懇談会は、次に掲げる事項を調査検討し、市長に報告する。 

⑴ 今後の行財政運営のあり方に関すること。 

⑵ 行政改革の方策に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 懇談会は、次に掲げるところにより市長が委嘱する委員７人をもって組織する。 

⑴ 識見を有する者 ２人 

⑵ 公共的団体の代表者等 ３人 

⑶ 公募による武蔵村山市民 ２人 

（会長及び副会長） 

第４条 懇談会に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、懇談会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第５条 懇談会の会議は、会長が招集する。 

２ 懇談会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 懇談会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、第２条に規定する所掌事項の終了をもって満了する。 

（庶務） 

第７条 懇談会の庶務は、企画財務部企画政策課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が懇談会に

諮って定める。 
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附 則 

武蔵村山市行財政運営懇談会設置要綱（平成１２年武蔵村山市訓令（乙）第６９号）は、

廃止する。 

附 則（平成２０年３月２４日訓令（乙）第２２号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

 ⑵ 行財政運営懇談会委員名簿 

 

区 分 氏  名 選 出 区 分 備  考 

会 長 細 川 和 憲 識見を有する者 東京経済大学現代法学部教授 

副会長 乃 一 祐 太 識見を有する者 税理士 

委 員 内 野 博 之 公共的団体の代表者等 武蔵村山市公立学校ＰＴＡ連合会 

委 員 狩 野   隆 公共的団体の代表者等 武蔵村山市自治会連合会 

委 員 村 野 哲 也 公共的団体の代表者等 武蔵村山市商工会 

委 員 藤 本 由美子 公募による武蔵村山市民 公募 

委 員 原 田 裕 一 公募による武蔵村山市民 公募 

 

 ⑶ 行財政運営懇談会の審議経過 

 

 開 催 日 時 議   題 

第１回 
平成２７年１２月２４日（木） 

午後２時から 

会長及び副会長の互選について 

所掌事項の調査検討について 

 ※推進項目の個別審議 

会議の公開に関する運営要領の制定について 

第２回 
平成２８年１月６日（水） 

午後７時から 

所掌事項の調査検討について 

※推進項目の個別審議 

第３回 
平成２８年１月８日（金） 

午後６時から 

所掌事項の調査検討について 

 ※推進項目の個別審議 

第４回 
平成２８年１月１２日（火） 

午後６時から 

所掌事項の調査検討について 

 ※推進項目の個別審議 

第５回 
平成２８年１月１８日（月） 

午後６時から 

所掌事項の調査検討について 

 ※推進項目の個別審議 

第６回 
平成２８年１月２１日（木） 

午前１０時から 

所掌事項の調査検討について 

 ※推進項目の個別審議 

第７回 
平成２８年１月２７日（水） 

午後６時から 

所掌事項の調査検討について 

 ※報告書(案)の検討 
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２ 検討結果報告書の様式 

検討結果報告書 

 

○〇〇〇部○○○○課 提出者(課長名)：○○○○ 

 

１ 検討結果（結論）※検討結果の内容を御記入ください 

（記入欄） 

 

２ 検討方法（検討経過） ※どのように検討を進めたのか御記入ください 

（検討方法に☑） □課内検討(部内検討) □検討委員会等（職員により構成） 

         □審議会等（有識者や市民等により構成） 

         □その他（          ） 

（記入欄） 

 

３ 今後の予定 ※検討の結果を踏まえ、今後の予定を御記入ください 

（記入欄） 

 

 ※検討委員会等からの報告書がある場合には、企画政策課への御提供をお願いします。 

 



 

たいこう 

 


